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○ 沖縄県税条例の一部を改正する条例（条例第29号）

１ 地方税法の一部が改正され、都道府県等に対する寄附金であって、総務大臣が定める基準に適合する

都道府県等として総務大臣が指定するものに対する寄附金が、特例控除対象寄附金となることに伴い、

条例の規定を整理することとした。（第23条の２関係）

２ その他所要の改正を行うこととした。（第23条の２関係）

３ この条例は、平成31年６月１日から施行することとした。（附則第１項）

４ この条例の施行に関し、必要な経過措置を定めることとした。（附則第２項及び第３項）

条 例

沖縄県税条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成31年４月26日

沖縄県知事 玉 城 康 裕

沖縄県条例第29号

沖縄県税条例の一部を改正する条例

沖縄県税条例（昭和47年沖縄県条例第59号）の一部を次のように改正する。

第23条の２第１項中「同項第１号に掲げる寄附金」を「同条第２項に規定する特例控除

対象寄附金」に、「寄附金の額の合計額が」を「特例控除対象寄附金の額の合計額が」

に、「同条第２項」を「同条第11項」に改め、同条第２項第１号中「特定非営利活動法

人」を「特定非営利活動」に改める。

附 則

（施行期日）

30 10 12 金曜日 （号外第41号）平成31年４月26日 金曜日 （号外第19号）



１ この条例は、平成31年６月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の沖縄県税条例（以下「新条例」という。）の規定は、平成32年度以後の年度

分の個人の県民税について適用し、平成31年度分までの個人の県民税については、なお

従前の例による。

３ 新条例第23条の２第１項の規定の適用については、平成32年度分の個人の県民税に限

り、同項中「を支出し、当該特例控除対象寄附金」とあるのは、「又は同条第１項第１

号に掲げる寄附金（平成31年６月１日前に支出したものに限る。）を支出し、これらの

寄附金」とする。

２

30 10 12 金曜日 （号外第41号）
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